
（単位：百万円）

科　　　目 金　　　額 科　　　目 金　　　額

1,663,576 80,799,941

現金 4,258 支払備金 831,690

預貯金 1,659,318 責任準備金 77,745,490

230,025 契約者配当準備金 2,222,759

債券貸借取引支払保証金 2,822,188 再保険借 1,234

107,448 その他負債 4,077,493

金銭の信託 581,627 債券貸借取引受入担保金 3,703,176

69,378,975 未払法人税等 15,804

国債 52,522,914 未払金 229,922

地方債 9,173,780 未払費用 15,626

社債 6,441,832 前受収益 4

株式 984 預り金 12,172

外国証券 1,239,464 機構預り金 66,221

貸付金 11,020,585 金融派生商品 15,805

保険約款貸付 54,271 リース債務 1,528

一般貸付 763,298 資産除去債務 15

機構貸付 10,203,015 仮受金 16,433

有形固定資産 89,322 その他の負債 781

土地 40,726 保険金等支払引当金 1,881

建物 33,287 退職給付引当金 59,385

リース資産 1,456 価格変動準備金 614,233

建設仮勘定 1,648 負債の部合計 85,554,169

その他の有形固定資産 12,204 （純資産の部）

無形固定資産 126,040 資本金 500,000

ソフトウェア 126,022 資本剰余金 500,044

その他の無形固定資産 18 資本準備金 405,044

代理店貸 102,651 その他資本剰余金 95,000

再保険貸 234 利益剰余金 349,627

その他資産 374,320 利益準備金 17,222

未収金 172,115 その他利益剰余金 332,404

前払費用 814 繰越利益剰余金 332,404

未収収益 195,169 　株主資本合計 1,349,671

預託金 2,158 その他有価証券評価差額金 184,774

金融派生商品 166 繰延ヘッジ損益 11

仮払金 787 　　　評価・換算差額等合計 184,785

その他の資産 3,108

繰延税金資産 592,665

貸倒引当金 △ 1,036 純資産の部合計 1,534,457

87,088,626 負債及び純資産の部合計 87,088,626

（資産の部） （負債の部）

平成25年度（平成26年３月31日現在）貸借対照表

資産の部合計

現金及び預貯金 保険契約準備金

コールローン

買入金銭債権

有価証券
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（貸借対照表の注記） 

１．会計方針に関する事項  

（１）有価証券の評価基準及び評価方法  

有価証券（現金及び預貯金・買入金銭債権のうち有価証券に準じるもの及び金銭の信託に

おいて信託財産として運用している有価証券を含む。）の評価は、次のとおりであります。 

① 満期保有目的の債券  

移動平均法による償却原価法（定額法） 

② 責任準備金対応債券（「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及

び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 21 号）に基づく責任準

備金対応債券をいう。）  

移動平均法による償却原価法（定額法） 

③ 子会社株式及び関連会社株式（保険業法第２条第 12 項に規定する子会社及び保険業法施

行令第 13 条の５の２第３項に規定する子法人等のうち子会社を除いたもの及び関連法人等

が発行する株式をいう。） 

移動平均法による原価法 

④ その他有価証券  

（ⅰ）時価のあるもの 

期末日の市場価格等（株式及び株式投資信託については期末日以前１カ月の市場価

格等の平均）に基づく時価法（売却原価の算定は移動平均法） 

（ⅱ）時価を把握することが極めて困難と認められるもの 

（イ）取得差額が金利調整差額と認められる公社債（外国債券を含む。） 

移動平均法による償却原価法（定額法） 

（ロ）上記以外の有価証券 

移動平均法による原価法 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しておりま

す。 

 

（２）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法によっております。 

 

（３）固定資産の減価償却の方法  

① 有形固定資産（リース資産を除く。） 

有形固定資産の減価償却は、定額法によっております。  

なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。 

（ⅰ）建物、建物附属設備及び構築物 

２年～55年 

（ⅱ）その他の有形固定資産 

２年～20年 
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② 無形固定資産（リース資産を除く。） 

無形固定資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価償却は、利用可能期間（概

ね５年）に基づく定額法によっております。 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却は、リース期間を

耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

（４）引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、資産の自己査定基準及び償却・

引当基準に則り、貸倒実績率に基づき算定した額及び個別に見積もった回収不能額を計上

しております。  

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署が資産査定を実施し、当該部

署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の

引当を行っております。  

なお、破綻先（破産、民事再生等、法的・形式的な経営破綻の事実が発生している債務

者をいう。）及び実質破綻先（実質的に経営破綻に陥っている債務者をいう。）に対する担

保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証等による回収が可能と認

められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金

額は 138 百万円であります。 

② 保険金等支払引当金 

保険金等支払引当金は、現在取り組み中の保険金の請求案内等の充実により、今後発生

する可能性のある保険金等の追加支払に備えるため、これまでの実績に基づき、追加支払

見込額を計上しております。 

③ 退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見

込額に基づき、計上しております。 

（ⅰ）退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期末までの期間に帰属させる方

法については、期間定額基準によっております。 

（ⅱ）数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（14 年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度か

ら費用処理することとしております。 

 

（５）価格変動準備金の計上方法  

価格変動準備金は、保険業法第 115 条の規定に基づき算出した額を計上しております。 
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（６）ヘッジ会計の方法  

① ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第 10 号)に従い、外

貨建債券の一部に対する為替変動リスクのヘッジとして為替予約による時価ヘッジ、貸付

金の一部に対するキャッシュ･フローヘッジとして金利スワップの特例処理及び繰延ヘッジ

を行っております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象  

（ⅰ）ヘッジ手段…為替予約  

ヘッジ対象…外貨建債券  

（ⅱ）ヘッジ手段…金利スワップ  

ヘッジ対象…貸付金 

③ ヘッジ方針  

外貨建債券に対する為替変動リスク及び貸付金に対する金利変動リスクを一定の範囲内

でヘッジしております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法  

ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又は

キャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価してお

ります。ただし、ヘッジ対象とヘッジ手段との間に高い相関関係があることが明らかであ

る為替予約、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略してお

ります。 

 

（７）責任準備金の積立方法 

責任準備金は、保険業法第 116 条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金については

次の方式により計算しております。 

① 標準責任準備金の対象契約については、金融庁長官が定める方式（平成８年大蔵省告

示第 48 号） 

② 標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式 

 

なお、平成 22 年度より、独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構（以下「管理機

構」という。）からの受再保険の一部を対象に、保険業法施行規則第 69 条第５項の規定によ

り責任準備金を 10 年間にわたり追加して積み立てることとしております。これに伴い、当期

に積み立てた額は、175,129 百万円であります。 

 

（８）退職給付に係る会計処理 

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理方法は、連結計算書類における会計処

理の方法と異なっております。 

 

（９）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。  
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（10）連結納税制度の適用 

日本郵政株式会社を連結親法人とする連結納税制度を適用しております。 

 

２．責任準備金対応債券に係る貸借対照表計上額及び時価並びにリスク管理方針の概要は、次のと

おりであります。 

（１）責任準備金対応債券の貸借対照表計上額は 17,953,667 百万円、時価は 19,052,820 百万円

であります。 

（２）責任準備金対応債券に係るリスク管理方針の概要は、次のとおりであります。 

資産・負債の金利変動リスクを管理するために、保険契約の特性に応じて以下に掲げる小

区分を設定し、各小区分の責任準備金対応債券と責任準備金のデュレーションを一定幅の中

で一致させる運用方針を採っております。また、各小区分の責任準備金対応債券と責任準備

金のデュレーションについては、定期的に確認しております。 

① 簡易生命保険契約商品区分 

② かんぽ生命保険契約（一般）商品区分 

③ かんぽ生命保険契約（一時払年金）商品区分 

 

３．消費貸借契約により貸し付けている有価証券の貸借対照表計上額は 3,380,035 百万円でありま

す。 

 

４．貸付金には、破綻先債権、延滞債権、３カ月以上延滞債権及び貸付条件緩和債権に該当するも

のはありません。 

なお、それぞれの定義は、以下のとおりであります。 

破綻先債権とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由によ

り元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸付金

（貸付償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸付金」という。）のうち、法人税法施行

令（昭和 40 年政令第 97 号）第 96 条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に

規定する事由が生じている貸付金であります。 

延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を

図ることを目的として利息の支払いを猶予した貸付金以外の貸付金であります。 

３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払いが、約定支払日の翌日を起算日として３カ月

以上延滞している貸付金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利

息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他債務者に有利となる取決めを行ったもので、破

綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しない貸付金であります。 

 

５．貸付金に係るコミットメントライン契約等の融資未実行残高は1,250百万円であります。 

 

６．有形固定資産の減価償却累計額は 63,476 百万円であります。 
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７．関係会社に対する金銭債権の総額は 345 百万円、金銭債務の総額は 121,647 百万円であります。 

 

８．繰延税金資産の総額は 681,474 百万円、繰延税金負債の総額は 85,817 百万円であります。繰延

税金資産のうち評価性引当額として控除した額は 2,991 百万円であります。 

繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、責任準備金 485,089 百万円、価格変動準備金 106,845

百万円、支払備金 53,823 百万円、退職給付引当金 18,277 百万円及びその他有価証券評価差額金

3,815 百万円であります。 

繰延税金負債の発生の主な原因別内訳は、その他有価証券評価差額金 84,569 百万円であります。 

 

９．当期における法定実効税率は 33.33％であり、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異の主要な内訳は、当期と翌期以降の税率差異による影響 14.32％であります。 

 

10．｢所得税法等の一部を改正する法律｣が平成 26 年３月 31 日に公布され、平成 26 年４月１日以後

に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないこととなりました。これに伴い、当期の繰

延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、平成 26 年４月１日に開始する事

業年度に解消が見込まれる一時差異について、前期の 33.33％から 30.78％となりました。この変

更により、当期末における繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が 5,216

百万円減少し、法人税等調整額は 5,250 百万円増加しております。 

 

11．契約者配当準備金の異動状況は、次のとおりであります。 

イ．当期首現在高 2,396,947 百万円

ロ．当期契約者配当金支払額 420,523 百万円

ハ．利息による増加等 4,627 百万円

ニ．年金買増しによる減少 438 百万円

ホ．契約者配当準備金繰入額 242,146 百万円

へ．当期末現在高 2,222,759 百万円

 

12．関係会社の株式は 984 百万円であります。 

 

13．担保に供している資産は、次のとおりであります。 

有価証券        3,380,035 百万円 

担保付き債務の額は、次のとおりであります。 

債券貸借取引受入担保金 3,703,176 百万円 

なお、上記有価証券は、すべて現金担保付有価証券貸借取引により差し入れたものであります。 

 

14．保険業法施行規則第73条第３項において準用する同規則第71条第１項に規定する再保険を付し

た部分に相当する支払備金（以下「出再支払備金」という。）の金額は82百万円であり、同規則第

71条第１項に規定する再保険を付した部分に相当する責任準備金（以下「出再責任準備金」とい

株式会社かんぽ生命保険



 

 

う。）の金額は183百万円であります。 

 

15．１株当たりの純資産額は76,722円86銭であります。 

 

16．売却又は再担保という方法で自由に処分できる権利を有している資産は、消費貸借契約で借り

入れている有価証券であり、当期末に当該処分を行わず所有しているものの時価は2,816,810百万

円であります。 

 

17．保険業法第 259 条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当期末における当社の今後

の負担見積額は 18,834 百万円であります。 

なお、当該負担金は、拠出した年度の事業費として処理しております。 

 

18．管理機構からの受再保険に係る責任準備金（危険準備金を除く。）は、当該再保険に関する再保

険契約により、独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構法（平成 17 年法律第 101 号）によ

る簡易生命保険責任準備金の算出方法書に基づき算出された額を下回らないよう、当社の保険料

及び責任準備金の算出方法書に基づき算出された額 57,879,628 百万円を積み立てております。 

また、受再保険に係る区分を源泉とする危険準備金 2,350,030 百万円、価格変動準備金 554,723

百万円を積み立てております。 

 

19．貸借対照表に計上した「機構預り金」とは、管理機構との簡易生命保険管理業務の委託契約に

基づき、民営化時に預託された管理機構における支払備金、訴訟及び調停に係る損害賠償損失引

当金に相当する額であり、当期末までに支払い等が行われていない額であります。 
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（単位：百万円）

科　　　目 金　　　額
経常収益 11,233,925
保険料等収入 5,911,643
保険料 5,911,269
再保険収入 374

資産運用収益 1,540,615
利息及び配当金等収入 1,458,190
預貯金利息 465
有価証券利息・配当金 1,180,339
貸付金利息 12,478
機構貸付金利息 260,797
その他利息配当金 4,109

金銭の信託運用益 9,736
有価証券売却益 71,074
有価証券償還益 54
為替差益 1,452
その他運用収益 107

その他経常収益 3,781,665
支払備金戻入額 115,432
責任準備金戻入額 3,656,490
保険金等支払引当金戻入額 5,122
役員退職慰労引当金戻入額 164
その他の経常収益 4,455

経常費用 10,770,418
保険金等支払金 10,160,877
保険金 9,511,326
年金 256,746
給付金 33,941
解約返戻金 220,263
その他返戻金 135,968
再保険料 2,631

責任準備金等繰入額 4,627
契約者配当金積立利息繰入額 4,627

資産運用費用 18,122
支払利息 4,963
有価証券売却損 10,205
有価証券償還損 62
金融派生商品費用 2,161
貸倒引当金繰入額 8
その他運用費用 721

事業費 513,046
その他経常費用 73,744
税金 38,193
減価償却費 34,217
退職給付引当金繰入額 608
その他の経常費用 725

経常利益 463,506
特別利益 - 
特別損失 99,999
固定資産等処分損 8,638
価格変動準備金繰入額 91,360

契約者配当準備金繰入額 242,146
税引前当期純利益 121,361
法人税及び住民税 200,701
法人税等調整額 △ 142,768
法人税等合計 57,932
当期純利益 63,428

平成26年３月31日まで

平成25年４月１日から
平成25年度　 損益計算書

株式会社かんぽ生命保険



 

 

（損益計算書の注記） 

１．関係会社との取引による費用の総額は 10,448 百万円であります。 

 

２．有価証券売却益の内訳は、国債等債券 70,968 百万円、外国証券 106 百万円であります。 

 

３．有価証券売却損の内訳は、国債等債券 2,948 百万円、外国証券 7,256 百万円であります。 

 

４．金銭の信託運用益には、評価損が 131 百万円含まれております。 

 

５．支払備金戻入額の計算上、足し上げられた出再支払備金繰入額の金額は 82 百万円、責任準備金

戻入額の計算上、足し上げられた出再責任準備金繰入額の金額は 183 百万円であります。 

 

６．１株当たりの当期純利益は 3,171 円 42 銭であります。 

 

７．保険料には、管理機構からの受再保険に関する再保険契約に基づく保険料が 2,155,398 百万円

含まれております。 

 

８．保険金には、管理機構からの受再保険に関する再保険契約に基づく保険金が 9,477,426 百万円

含まれております。 

 

９．管理機構からの受再保険に関する再保険契約により、受再保険に係る区分で発生した損益等に

基づき、管理機構のため契約者配当準備金へ 222,812 百万円を繰り入れております。 

 

10．関連当事者との取引に関する事項は、次のとおりであります。 

（１）親会社及び法人主要株主等 

種類 会社等の

名称 

議決権等の所有

（被所有）割合

関連当事者

との関係 

取引の内容 取引金額 

（百万円）

科目 期末残高 

（百万円）

親会社 
日本郵政

株式会社

被所有 

直接 100% 

経営管理 

 

役員の兼任 

グループ経

営管理料の

支払 

（注１） 

2,773 未払金 242

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）親会社の行う経営管理に関連して発生する受託会社の総原価を基準に決定してお

ります。 

（注２）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めており

ます。 
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（２）兄弟会社等 

種類 会社等の

名称 

議決権等の所有

（被所有）割合

関連当事者

との関係 

取引の内容 取引金額 

（百万円）

科目 期末残高 

（百万円）

親会社の 

子会社 

日本郵便

株式会社
なし 

保険業務代

理店 

 

役員の兼任 

代理店業務

に係る委託

手数料の支

払 

（注１） 

366,248 代理店借 35,557

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）委託業務に関連して発生する受託会社の総原価を基準に決定しております。 

（注２）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めており

ます。 
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